
 

国 都 制 第 ８ ３ 号 

国 住街第１５１号 

令和２年１２月２３日 

都道府県、政令指定都市 

土地区画整理事業主管部局長  

市街地再開発事業主管部局長 

防災街区整備事業主管部局長 各位 

国土交通省 都市局 市街地整備課長  

住宅局 市街地建築課長  

 

土地区画整理法施行規則、都市再開発法施行規則、新都市基盤整備法施行規則及び密集市街地における 

防災街区の整備の促進に関する法律施行規則に規定する本人確認書類について 

（技術的助言） 

 

 土地区画整理法施行規則（昭和３０年建設省令第５号）、都市再開発法施行規則（昭和４４年建設省令第

５４号）、新都市基盤整備法施行規則（昭和５０年建設省令第４号）及び密集市街地における防災街区の整

備の促進に関する法律施行規則（平成９年建設省令第１５号）の一部改正を含む「押印を求める手続の見直

し等のための国土交通省関係省令の一部を改正する省令」（令和２年国土交通省令第９８号）は、本年１２

月２３日に公布され、令和３年１月１日に施行されます。これにより、土地区画整理法施行規則、都市再開

発法施行規則、新都市基盤整備法施行規則及び密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律施

行規則において様式への押印及び印鑑登録証明書の添付を求めていた手続について、押印を不要とし、本

人確認書類を添付することとなりました。 

つきましては、下記のとおり通知しますので、適切な運用を図っていただきますようお願いいたします。 

 なお、都道府県におかれましては、この旨を貴管内市町村（政令指定都市を除く。）に対して周知いただ

きますよう、併せてお願いいたします。 

 

記 

 

 土地区画整理法施行規則第１６条及び第２３条（同規則別記様式第８及び別記様式第１０）、都市再開発

法施行規則第１条の３、第２４条、第３７条の７及び第３７条の８（同規則別記様式第１、別記様式第５及

び別記様式第２２から別記様式第２４まで）、新都市基盤整備法施行規則第２９条（同規則別記様式第８）

並びに密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律施行規則第５４条及び第８６条（同規則別

記第７号様式及び別記第１１号様式）に規定する手続においては、様式への押印及び様式に署名した者（都

市再開発法施行規則第３７条の７及び第３７条の８（同規則別記様式第２２から別記様式第２４まで）に

規定する手続にあっては、様式に押印した者）の印鑑登録証明書の添付が規定されておりましたが、本改正

により、押印を不要とし、本人確認書類（運転免許証、個人番号カード、旅券の写しその他その者が本人で

あることを確認するに足りる書類（法人にあっては、印鑑登録証明書その他その者が本人であることを確

認するに足りる書類））を添付することとなりました。 

なお、その者が本人であることを確認するに足りる書類として、個人においては、運転経歴証明書の写し

や印鑑登録証明書等が、法人においては、法人の代表者の運転免許証等と法人の代表者が当該法人の代表

者であることを確認できる登記事項証明書の組み合わせ等が考えられます。 

以 上  


